
 

令和６年度第２回唐津地域公共交通活性化協議会 

会議録（協議結果） 

 

 令和６年度第２回唐津地域公共交通活性化協議会は書面による議決とし、つぎの

結果から、承認されたものとする。 

 

１ 議 案 

議案第１号 唐津地域公共交通活性化協議会設置要綱の一部改正について 

〔  賛３１ 、 否０  〕 

 

２ 結 果 

  上記の結果により、議案第１号について過半数の賛成をもって承認された。 

 

３ 協議状況 

  委員数３１名（会長除く）  提出者数３１名  

 

■ ご意見等 

なし 

 

 

 

 

 

 



唐津地域公共交通活性化協議会　委員一覧
敬称略

所　　属 役　職　等 氏　　名 交通会議と兼務 備考

1 唐津市 副市長 脇山　秀明 交通会議

2 九州大学大学院工学研究院環境社会部門 准教授 大枝　良直

3 唐津地区行政連絡員会 副会長 安岡　一徳 交通会議

4 唐津市民生・児童委員連絡協議会 会長 山口　勝己

5 地域まちづくり会議（浜玉地区） 委員 吉村　悦子 交通会議

6 厳木町区長会 副会長 吉野　猛 交通会議

7 唐津市相知地区行政連絡員会 副会長 金嶽　栄作 交通会議

8 唐津市北波多女性ネットワーク「未来」 副会長 山本　弥生 交通会議

9
唐津市食生活改善推進協議会
肥前支部

支部長 江川　千代美 交通会議

10 唐津上場商工会 女性部長 古舘　日登美 交通会議

11 呼子地区行政連絡員会 会長 佐々木　善博 交通会議

12 七山地区行政連絡員会 大白木行政連絡委員 中村　直樹 交通会議

13 唐津市老人クラブ連合会 会長 峯　信廣

14 唐津地区PTA連合会 幹事 古藤　悟

15 唐津商工会議所 専務理事 山下　正美

16 唐津上場商工会 会長 坂本　金満

17 唐津東商工会 女性部員 能隅　良子

18 唐津市社会福祉協議会 事務局長 吉田　稔

19 佐賀県旅客船協会 会長 中道　清成

20 佐賀県バス・タクシー協会 専務理事 草野　武生 交通会議

21
昭和自動車株式会社
乗合事業部

部長 松﨑　義行 交通会議

22 昭和バス労働組合 執行委員長 中島　栄治 交通会議

23 九州地方整備局佐賀国道事務所 計画課長 藤本　知法 交通会議

24
佐賀県地域交流部
さが創生推進課

係長 坂井　歩美 交通会議

25 佐賀県唐津土木事務所 所長 岸川　俊介 交通会議

26 唐津警察署 交通課長 長谷川　達 交通会議

27
九州旅客鉄道株式会社
佐賀鉄道事業部

運輸課長 佐野　嘉彦

28 株式会社　玄海タクシー 代表取締役 楠田　愁一郎

29 玄海町区長会 有浦下区長 青木　昌廣

30 玄海町社会福祉協議会 事務局長 渡邉　藤江

31 玄海町 防災安全課長 日高　大助

32
協議会が必要と認める者
公共交通所管

政策部長 草野　陽 交通会議

オブザーバー

九州運輸局佐賀運輸支局 首席運輸企画専門官 牟田　嘉伊座 交通会議
(交通会議委員
千種　智章)

任期：令和６年５月２９日から令和８年５月２８日



【第１号議案】 

唐津地域公共交通活性化協議会設置要綱の一部改正について 

 

１ 改正の概要 

  現在、市が設置している唐津地域公共交通活性化協議会と唐津市地域

公共交通会議について、国の自動車局から示されている「地域公共交通

会議及び運営協議会の設置並びに運営に関するガイドライン」により、

２つの会議体を１つの会議体に集約することが可能とされていることか

ら、唐津地域公共交通活性化協議会に機能を集約し、二法協議会として

運営するために、必要な要綱の改正を行うもの。 

 

２ 主な変更内容 

(1) 唐津市地域公共交通会議の所掌事務を唐津地域公共交通活性化協議

会設置要綱の協議事項に追加 

(2) 唐津地域公共交通活性化協議会では、審議ができない運賃等に関す

る協議や専門的な分野における審議を行うために、分科会の設置に関

する文言を変更。 

 

３ 変更イメージ 

 

資料① 

※「道路運送法」と「地域交通法」の２つの法律に基づいた協議会 

目的
唐津地域公共交通計画策定・実施に
関しての必要な事項を協議 目的

地域の実情に応じた適切な乗合旅客
運送の態様、自家用有償旅客運送の
必要性、その他これらに関し必要と
なる事項の協議

対象地域 唐津市・玄海町 対象地域 唐津市

対象モード
多様な交通モード
（鉄道、航路、タクシーなど）

対象モード バス・タクシー（乗合）のみ

唐津地域公共交通活性化協議会 唐津市地域公共交通会議

※

【委員３２名】         【委員１９名（兼務）】 



資料②  

唐津地域公 共交通活性化協議会設置要綱  

（設置）  

第１条  唐 津地域 公共交通活性化協議会（以下「協議会」とい

う。）は、 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19

年法律第 59号。以下「法」という。）第 6条第 1項及び地域公共交

通確保維持 改善事業補助金交付要綱（平成 23年 3月 30日国総計第 97

号ほか。以 下「交付要綱」という。）第 3条の規定に基づき、地域

公共交通網 形成計画（以下「形成交通計画」という。）及び生活

交通確保維 持改善計画の作成及び実施に係る協議を行うととも

に、道路運 送法（昭和 26年法律第 183号）の規定に基づき、地域に

おける住民 の生活に必要な運送手段の確保・維持・改善その他公

共交通の利 便の増進及び課題解決を図り、実情に即した輸送サー

ビスの実現 に必要となる事項を協議するため設置するものとす

る。  

（業務協議 事項）  

第２条  協議会は、第 1条の目的を達成するため、次の業務協議を行

う。  

(1) 形成交通計画 の策定及び変更の協議に関すること。  

(2) 形成交通計画 の実施に係る連絡調整に関すること。  

(3) 形成交通計画 に位置づけられた事業の実施に関すること。  

(4) 地域の 実情に応じた適切な旅客自動車運送事業の態様に関す

ること。  

(45) 前各号 に掲げるもののほか、公共交通に関して必要な事項に

関すること。  

（組織協議 会の構 成）  

第３条  委員は次に掲げる者のうちから会長が委嘱し、又は任命す

る。  

(1) 唐津市長が指名する職員  



(2) 学識経験を有する者  

(3) 住民又は利用者  

(4) 関係する公共交通事業者、団体、道路管理者その他連携計画

に定めようとする 事業を実施すると見込まれる者  

(5) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転手が組織す

る団体の代表  

(6) 関係行政機関の職員  

(7) 前各号に掲げるもののほか、協議会の運営上必要と認められ

る者  

（委員の任 期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、

前任者の残 任期間とする。  

２  委員は 、再任 されることができる。  

（会長及び 副会長）  

第５条  協議会に会長及び副会長を置く。  

２  会長は 、唐津 市副市長をもって充てる。  

３  会長は 、会務 を総理し、協議会を代表する。  

４  副会長 は、委 員の中から会長が指名する。  

５  副会長 は、会 長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠

けたときは 、その職務を代理する。  

（会議）  

第６条  協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集

し、その議 長となる。  

２  会議は 、委員 の半数以上が出席しなければ開くことができな

い。  

３  会議の 議事は 、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決す るところによる。ただし、事業実施に係る事項につい

ては、事業 の実施主体として定められた者の同意を要する。  



４  会長は 、会議 への代理出席を認めることができる。  

５  会議は 、原則 として公開する。ただし、個人情報の取扱いにつ

いては、十 分配慮し、必要に応じて非開示とする等の適切な措置

を講じるも のとする。また、会議を公開することにより公正かつ

円滑な議事 運営に支障が生じると認められる議題については、非

公開で行う ものとする。  

６  会長は 、協議 会の運営上必要があると認めるときは、委員以外

の者に対し て、資料を提出させ、または会議への出席を求めるこ

とができる 。  

７  会長は 、協議 会の議事に支障があると認められるときは、委員

を退席させ ることができる。  

８  会議は 、書面 によって開催し、書面によって表決することがで

きるものと する。  

８９  前各 項に定 めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項

は、会長が 別に定める。  

（分科会）  

第７条  第 ２条各 号に掲げる事項のうち、唐津市内、玄海町内それ

ぞれの地域 内に関する事項専門的な調査及び検討を行うため、必

要に応じてについ て協議または調整を行うため、分科会を設置す

ることがで きる。  

２  唐津市 分科会 の委員は、会長が指名する。  

  分科会 の組織 、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。  

３  玄海町 分科会 は、玄海町地域公共交通会議とする。  

４  唐津市 分科会 について必要な事項は、本要綱を準用する。  

（幹事会）  

第８条  協議会は、その運営に当たって必要な事項を処理するた

め、幹事会 を置くことができる。  

２  幹事会 は、次 に掲げる者をもって構成する。  



(1) 第３条に定める委員のうちから会長が選任した者  

(2) 前号に掲げるもののほか、協議会が必要と認めた者  

３  幹事会 は、必 要に応じて、関係者を招集し意見を聴くことがで

きる。  

４  幹事会 は、幹 事会において協議した事項に関して協議会に報告

する。  

（協議結果 の取扱い）  

第９条  協議会において協議が整った事項については、協議会の委

員は、その 結果を尊重しなければならない。  

（事務局）  

第１０条  協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。  

２  事務局 は、唐 津市役所内に置く。  

３  事務局 に事務 局長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもっ

て充てる。  

４  事務局 に関し 必要な事項は、会長が別に定める。  

（事業年度 ）  

第 １ １ 条  協 議 会 の 事 業 年 度 は 、 毎 年 ４ 月 １ 日 に 始 ま り 、 翌 年 ３ 月 

３１日に終わる。  

（経費）  

第１２条  協議会 の運営に要する経費は、負担金、補助金及びその

他の収入を もって充てる。  

（監査）  

第１３条  協議会に監査委員を２名置く。  

２  監査委 員は、 委員の中から会長が指名する。  

３  会長は 、毎事 業年度終了後、必要な書類を監査委員に提出し、

その監査を 受けなければならない。  

４  監査委 員は、 監査の結果を会長に報告しなければならない。  

（財務に関 する事項）  



第１４条  協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な

事項は、会 長が別に定める。  

（協議会が 解散した場合の措置）  

第１５条  協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日

をもって打 ち切り、会長であったものがこれを決算する。  

（補則）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必

要な事項は 、会長が別に定める。  

附  則  

１  この要 綱は、 平成２２年３月３日から施行する。  

２  第６条 第１項 の規定に関わらず、第１回協議会は、唐津市長が

招集する。  

３  第１０ 条の規 定に関わらす、協議会が設立された初年度の事業

年度につい ては、平成２３年３月３１日までとする。  

附  則  

（改正後の 施行期日）  

１  改正後 の要綱 は、平成２６年５月２９日から施行する。  

（改正後の 委員の任期）  

２  改正前 から引 き続き委嘱又は任命する委員の任期は、改正前か

らの残存期 間とする。  

附  則  

（改正後の施行期日）  

 改正後の 要綱は 、平成２９年７月２８日から施行する。  

附  則  

（改正後の施行期日）  

 改正後の 要綱は 、令和２年１月１０日から施行する。  

 


